
　

厚
生
労
働
省
は
、
八
月
二
七
日
、
公
的
年
金
制
度
の
将
来
見
通
し
を
示
す
財

政
検
証
結
果
を
公
表
し
た
。
そ
れ
に
よ
る
と
、
経
済
成
長
と
労
働
参
加
が
順
調

に
進
む
場
合
、
モ
デ
ル
世
帯
の
年
金
額
は
現
役
男
子
の
平
均
収
入
の
五
〇
％
を

確
保
で
き
る
が
、
経
済
成
長
と
労
働
参
加
が
そ
れ
ほ
ど
進
ま
な
い
ケ
ー
ス
で
は
、

五
〇
％
を
下
回
る
と
試
算
さ
れ
た
。

　

ま
た
、
財
政
検
証
と
あ
わ
せ
て
実
施
さ
れ
た
オ
プ
シ
ョ
ン
試
算
の
結
果
を
も

と
に
、
今
後
年
金
改
革
に
む
け
た
議
論
が
進
め
ら
れ
、
来
年
の
通
常
国
会
に
改

正
法
案
が
提
出
さ
れ
る
予
定
だ
。
安
心
・
安
定
の
年
金
制
度
改
革
を
め
ざ
し
て
、

年
末
に
む
け
取
り
組
み
強
化
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

　

日
本
の
年
金
制
度
は
、
「
賦
課
方
式
」
で
運
営
さ
れ
て
お
り
、
現
役
世
代
が

支
払
っ
た
保
険
料
と
国
庫
負
担
等
を
財
源
と
し
て
、
そ
の
と
き
の
年
金
受
給
者

へ
の
給
付
に
あ
て
ら
れ
る
「
仕
送
り
方
式
」
を
採
用
し
て
い
る
。

　

二
〇
〇
四
（
Ｈ
一
六
）
年
、
年
金
の
支
え
手
の
減
少
と
高
齢
者
の
増
加
が
見

込
ま
れ
る
中
、
年
金
制
度
の
抜
本
的
な
改
革
が
行
わ
れ
た
。
厚
生
年
金
の
保
険

料
率
の
上
限
が
一
八
・
三
％
に
固
定
さ
れ
、
基
礎
年
金
国
庫
負
担
が
二
分
の
一

に
引
き
上
げ
ら
れ
た
。
こ
れ
に
よ
り
上
限
を
固
定
さ
れ
た
保
険
料
と
国
庫
負
担

を
財
源
と
す
る
収
入
の
範
囲
内
で
、
高
齢
者
の
年
金
給
付
を
ま
か
な
う
こ
と
と

な
っ
た
。
収
支
不
足
が
生
ず
る
場
合
は
、
積
立
金
を
活
用
し
て
後
世
代
の
給
付

に
充
て
る
こ
と
が
決
め
ら
れ
た
。
ま
た
、
将
来
、
年
金
財
政
が
悪
化
し
て
積
立

金
が
不
足
す
る
事
態
に
備
え
、
財
源
の
範
囲
内
で
給
付
水
準
を
自
動
調
整
す
る

仕
組
み
（
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
）
が
導
入
さ
れ
た
。

　

公
的
年
金
の
給
付
と
負
担
の
バ
ラ
ン
ス
は
、
人
口
構
成
や
社
会
・
経
済
情
勢

に
よ
っ
て
年
々
変
化
す
る
。
そ
こ
で
、
最
新
の
人
口
動
態
や
経
済
の
状
況
を
反

映
し
た
、
長
期
に
わ
た
る
財
政
収
支
の
見
通
し
を
点
検
す
る
た
め
に
、
少
な
く

と
も
五
年
ご
と
に
財
政
検
証
を
実
施
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

長
期
的
な
年
金
給
付
水
準
を
議
論
す
る
と
き
に
は
、
「
モ
デ
ル
世
帯
」
の
年

金
額
が
現
役
男
子
の
平
均
手
取
り
収
入
額
の
何
パ
ー
セ
ン
ト
を
占
め
る
か
を
表

す
所
得
代
替
率
と
い
う
指
標
が
使
わ
れ
る
（
上
表
）
。
こ
こ
で
い
う
「
モ
デ
ル

世
帯
」
と
は
、
「
四
〇
年
間
厚
生
年
金
に
加
入
し
、
現
役
時
代
に
平
均
的
な
収

入
を
得
た
夫
と
四
〇
年
間
専
業
主
婦
の
妻
」
の
世
帯
を
い

う
。

　

所
得
代
替
率
に
つ
い
て
は
、
一
定
の
生
活
水
準
を
維
持

す
る
た
め
に
、
五
〇
％
を
上
回
る
年
金
の
給
付
水
準
を
将

来
に
わ
た
り
確
保
す
る
こ
と
が
二
〇
〇
四
年
改
正
法
附
則

で
規
定
さ
れ
て
い
る
。

　　

二
〇
〇
四
年
度
の
財
政
検
証
で
は
、
当
時
の
所
得
代
替

率
五
九
・
三
％
を
一
九
年
間
か
け
て
五
〇
・
二
％
に
引
き

下
げ
る
見
通
し
を
立
て
て
い
た
。
し
か
し
、
実
際
は
見
通

し
と
は
裏
腹
に
、
二
〇
一
四
年
度
に
は
六
二
・
七
％
へ
引

き
上
が
っ
て
し
ま
っ
た
。
二
〇
〇
四
年
以
降
、
デ
フ
レ
が

続
い
た
た
め
に
、
毎
年
行
わ
れ
る
は
ず
の
マ
ク
ロ
経
済
ス

ラ
イ
ド
が
発
動
さ
れ
ず
、
結
果
と
し
て
、
現
役
労
働
者
の

賃
金
水
準
は
下
が
っ
て
も
年
金
水
準
が
据
え
置
か
れ
た
こ

と
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

　

二
〇
一
五
年
度
は
、
比
較
的
高
い
賃
上
げ

が
行
わ
れ
た
た
め
、
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド

調
整
が
発
動
さ
れ
、
▲
〇
・
九
％
の
年
金
の

水
準
調
整
が
行
わ
れ
た
。
ま
た
、
将
来
世
代

の
年
金
水
準
を
確
保
す
る
た
め
に
、
デ
フ
レ

下
で
も
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
の
効
果
を
維

持
す
る
よ
う
に
「
キ
ャ
リ
ー
オ
ー
バ
ー
制

度
」
が
二
〇
一
八
年
度
か
ら
施
行
さ
れ
た
こ

と
か
ら
、
二
〇
一
九
年
度
は
▲
〇
・
五
％
の

年
金
の
水
準
調
整
が
行
わ
れ
た
。
こ
れ
ら
に

よ
り
、
二
〇
一
九
年
度
の
所
得
代
替
率
は
六

一
・
七
％
と
な
り
、
二
〇
一
四
年
度
の
六

二
・
七
％
よ
り
一
㌽
下
が
る
こ
と
と
な
っ
た
。

　

今
回
の
財
政
検
証
は
、
六
つ
の
経
済
前
提
に
基
づ
く
ケ
ー
ス
に
つ
い
て
、
行

わ
れ
て
い
る
（
図
表
２
）
。
経
済
成
長
と
労
働
参
加
が
概
ね
順
調
に
進
む
ケ
ー

ス
Ⅰ
、
ケ
ー
ス
Ⅱ
及
び
ケ
ー
ス
Ⅲ
に
つ
い
て
は
、
所
得
代
替
率
五
〇
％
を
維
持

で
き
る
見
通
し
と
な
っ
て
い
る
。
し
か
し
、
経
済
成
長
率
が
よ
り
低
く
、
労
働

参
加
も
そ
れ
ほ
ど
進
ま
な
い
ケ
ー
ス
Ⅳ
、
ケ
ー
ス
Ⅴ
及
び
ケ
ー
ス
Ⅵ
で
は
、
年

金
財
政
の
収
支
が
均
衡
す
る
以
前
に
、
所
得
代
替
率
が
五
〇
％
を
下
回
る
結
果

と
な
っ
て
い
る
。

　

次
期
の
財
政
検
証
ま
で
に
所
得
代
替
率
が
五
〇
％
を
下
回
る
と
見
込
ま
れ
る

と
き
は
、
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
に
よ
る
水
準
調
整
（
引
き
下
げ
）
を
終
了
し
、

所
要
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
が
法
令
で
定
め
ら
れ
て
い
る
。
図
表
２
か
ら
わ
か

る
よ
う
に
、
二
〇
二
四
年
度
の
所
得
代
替
率
の
見
通
し
は
六
〇
・
〇
％
～
六

〇
・
九
％
か
ら
と
な
っ
て
お
り
、
す
べ
て
の
ケ
ー
ス
で
五
〇
％
を
上
回
っ
て
い

る
た
め
、
所
要
の
措
置
を
講
じ
る
必
要
は
な
い
こ
と
と
な
る
。

　

前
回
の
二
〇
一
四
年
の
財
政
検
証
結
果
と
比
較
し
て
、
ほ
ぼ
同
様
の
年
金
財

政
状
況
で
あ
り
、
年
金
財
政
の
健
全
性
と
い
う
点
か
ら
み
る
と
大
き
な
変
化
は

な
い
。
し
か
し
、
基
礎

年
金
の
所
得
代
替
率
の

見
通
し
を
み
る
と
、
例

え
ば
ケ
ー
ス
Ⅲ
で
は
、

二
〇
一
九
年
度
は
三

六
・
四
％
で
あ
る
も
の

が
水
準
調
整
後
の
二
〇

四
七
年
度
に
二
六
・

二
％
ま
で
下
が
っ
て
し

ま
う
。
こ
の
ま
ま
で
は
、

将
来
、
基
礎
年
金
の
み

の
受
給
者
の
低
年
金
が

深
刻
化
す
る
可
能
性
が

高
い
。
低
年
金
対
策
を

始
め
と
す
る
安
心
・
安

定
の
給
付
水
準
の
確
保

に
む
け
て
不
断
の
改
革

努
力
が
求
め
ら
れ
て
い

る
。

※＜＞内は2019年度の数字

所得代替率＝

＜61.7％＞

（夫婦２人の基礎年金＋夫の厚生年金）
＜13.0万円＞ ＜9.0万円＞

（現役男子の平均手取り収入額）
＜35.7万円＞

59.3%

62.3% 62.7%
61.7%

56.0%

58.0%

60.0%

62.0%

64.0%

2004年度 2009年度 2014年度 2019年度

所
得
代
替
率

２０１９年度 ２０２４年度

基礎 26.7% ( 2046年度 )

比例 25.3% ( 調整なし )

基礎 26.6% ( 2046年度 )

比例 25.0% ( 2023年度 )

基礎 26.2% ( 2047年度 )

比例 24.6% ( 2025年度 )

基礎 23.4% ( 2053年度 )

比例 23.1% ( 2030年度 )

基礎 21.9% ( 2058年度 )

比例 22.6% ( 2032年度 )

％５．０▲％０．０６Ⅵスーケ

経済前提

３６％～３８％

６１．７％
基礎：36.4%
比例：25.3%

％４．０％８．０５Ⅲスーケ

％２．０％５．６４Ⅳスーケ

％９．０％９．１５Ⅰスーケ

％６．０％６．１５Ⅱスーケ

６０．１％

６０．１％ ％０．０％５．４４Ⅴスーケ

経済成長率
（実質）2020
年～30年

標準的な厚生年金の所得代替率

６０．９％

６０．６％

６０．２％

給付水準調整後

図表１　所得代替率の推移図表２　所得代替率の現行と将来的な見通し 

（注）被用者年金一元化により、比較的賃金の高い共済組合の組

合員が厚生年金の被保険者となったため、2014年度以降の所得代

替率はそれ以前と比較して見かけ上少し低下している。

（注）ケースⅣ・Ⅴの所得代替率は機械的に水準調整を進めた場合のもの。ケースⅥで

は機械的に給付水準調整を進めると2052年度に国民年金の積立金がなくなり完全賦課

方式に移行する。また、表中の「基礎」は基礎年金、「比例」は報酬比例年金を表す。

（）内は給付水準調整の終了年度。

出所：厚生労働資料より地公退作成
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財
政
検
証
と
あ
わ
せ
て
、
年
金
制
度
の
課
題
の
検
討
に
役
立
て
る
目
的
で
オ

プ
シ
ョ
ン
試
算
が
行
わ
れ
、
そ
の
結
果
が
報
告
さ
れ
て
い
る
。
現
在
、
改
革
議

論
が
進
め
ら
れ
て
い
る
が
、
オ
プ
シ
ョ
ン
試
算
の
結
果
は
、
被
用
者
保
険
の
適

用
拡
大
、
保
険
料
拠
出
期
間
の
延
長
等
を
進
め
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
年
金
給
付

水
準
の
上
昇
に
寄
与
す
る
も
の
が
多
い
こ
と
が
明
ら
か
と
な
っ
て
い
る
。

　

長
ら
く
週
労
働
時
間
三
〇
時
間
以
上
を
年
金
・
医
療
の
被
用
者
保
険
の
加
入

要
件
と
し
て
き
た
が
、
二
〇
一
六

年
一
〇
月
か
ら
、
月
収
八
・
八
万

円
以
上
、
週
労
働
時
間
二
〇
時
間

以
上
の
短
時
間
労
働
者
を
対
象
と

し
て
、
被
用
者
保
険
の
適
用
拡
大

が
進
め
ら
れ
て
き
た
。
し
か
し
、

企
業
規
模
を
五
〇
一
人
以
上
と
限

定
し
た
た
め
、
適
用
対
象
者
は
四

〇
万
人
に
留
ま
っ
て
い
る
。

　

オ
プ
シ
ョ
ン
試
算
で
は
、
企
業

規
模
要
件
と
賃
金
要
件
を
見
直
す

こ
と
に
よ
っ
て
、
一
二
五
万
人
、

三
二
五
万
人
、
一
〇
五
〇
万
人
に

適
用
拡
大
す
る
三
つ
の
ケ
ー
ス
を

試
算
し
て
い
る
。
中
で
も
、
図
表

３
の
③
の
月
収
五
・
八
万
円
以
上

の
す
べ
て
の
短
時
間
労
働
者
（
一

〇
五
〇
万
人
）
を
対
象
に
し
た
場

合
、
ケ
ー
ス
Ⅰ
・
Ⅲ
・
Ⅴ
と
も

四
％
台
の
所
得
代
替
率
の
大
き
な

引
き
上
げ
効
果
が
見
ら
れ
た
。

　

現
在
、
基
礎
年
金
へ
の
加
入
可
能
な
期
間
は
、
二
〇
歳
か
ら
六
〇
歳
ま
で
の

四
〇
年
間
と
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
を

六
五
歳
ま
で
の
四
五
年
間
に
延
長
し

た
場
合
の
オ
プ
シ
ョ
ン
試
算
が
図
表

４
の
④
で
あ
る
。
ケ
ー
ス
Ⅰ
・
Ⅲ
・

Ⅴ
と
も
六
％
台
の
所
得
代
替
率
の
大

き
な
引
き
上
げ
効
果
が
見
ら
れ
た
。

し
か
し
、
基
礎
年
金
の
保
険
料
拠
出

期
間
の
延
長
に
つ
い
て
は
、
基
礎
年

金
給
付
財
源
の
二
分
の
一
が
国
庫
負

担
と
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
金
庫

番
の
財
務
省
が
難
色
を
示
し
て
い
る
。

　　

六
〇
歳
以
降
に
仕
事
を
し
な
が
ら

厚
生
年
金
を
受
給
す
る
際
、
賃
金
と

年
金
額
の
合
計
が
一
定
額
以
上
を
超

え
る
と
、
年
金
額
の
一
部
ま
た
は
全

部
が
支
給
停
止
さ
れ
る
場
合
が
あ
る

と
い
う
の
が
在
職
老
齢
年
金
制
度
で

あ
る
。

　

六
五
歳
で
は
、
賃
金
と
年
金
額
の

合
計
が
月
額
四
七
万
円
を
超
え
た
場

合
に
年
金
額
の
一
部
ま
た
は
全
部
が

支
給
停
止
さ
れ
る
が
、
こ
れ
を
廃
止

し
た
時
の
オ
プ
シ
ョ
ン
試
算
が
図
表

４
の
⑤
で
あ
る
。

　

在
職
老
齢
年
金
制
度
の
見
直
し
は
、
高
齢
者
の
就
労
を
促
進
す
る
こ
と
が
ね

ら
い
だ
が
、
所
得
代
替
率
を
▲
〇
・
四
％
程
度
引
き
下
げ
る
こ
と
と
な
る
。

　

国
民
年
金
へ
の
加
入
は
二
〇
歳
か
ら
六
〇
歳
に
達
す
る
ま
で
で
、
加
入
期
間

は
最
長
四
〇
年
と
な
っ
て
い
る
。
厚
生
年
金
の
加
入
に
つ
い
て
は
、
下
限
年
齢

は
な
い
が
、
上
限
年
齢
は
原
則
七
〇
歳
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
上
限
七
〇
歳
を

七
五
歳
に
引
き
上
げ
た
場
合
の
オ
プ
シ
ョ
ン
試
算
が
図
表
４
の
⑥
で
、
所
得
代

替
率
を
〇
・
三
％
程
度
引
き
上
げ
る
効
果
が
あ
る
。

　

さ
ら
に
六
〇
歳
を
過
ぎ
て
も
年
金
受
給
を
選
択
せ
ず
に
七
五
歳
ま
で
働
い
て
、

七
五
歳
か
ら
は
じ
め
て
年
金
を
受
給
し
た
場
合
の
オ
プ
シ
ョ
ン
試
算
が
図
表
４

の
⑦
で
あ
る
。
所
得
代
替
率
を
四
〇
％
程
度
引
き
上
げ
る
大
き
な
効
果
が
認
め

ら
れ
た
。

　

現
在
、
国
民
年
金
並
び
に
厚
生
年
金
は
原
則
六
五
歳
か
ら

受
給
で
き
る
。
し
か
し
、
本
人
が
選
択
す
れ
ば
、
六
〇
歳
か

ら
七
〇
歳
の
間
で
受
給
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
。
そ
の
際
、

年
金
の
受
給
を
六
五
歳
で
は
な
く
、
六
六
～
七
〇
歳
で
受
け

取
る
い
わ
ゆ
る
「
繰
下
げ
受
給
」
を
選
択
し
た
場
合
は
、
受

け
取
る
こ
と
の
で
き
る
年
金
額
が
一
カ
月
に
つ
き
〇
・
七
％

ア
ッ
プ
す
る
。
七
〇
歳
ま
で
繰
下
げ
た
場
合
、
年
金
額
が
最

高
で
四
二
％
引
き
上
が
る
こ
と
に
な
る
（
図
表
５
）
。
オ
プ

シ
ョ
ン
試
算
の
⑦
は
、
こ
の
繰
下
げ
効
果
に
よ
る
も
の
と
い

え
る
。

　

繰
下
げ
受
給
は
、
年
金
水
準
の
引
き
上
げ
に
大
き
な
効
果

を
も
た
ら
す
が
、
現
状
で
は
実
際
の
利
用
者
は
少
な
く
、
国

民
年
金
並
び
に
厚
生
年
金
の
受
給
権
者
の
う
ち
の
一
％
程
度

に
す
ぎ
な
い
。
繰
下
げ
受
給
の
利
用
拡
大
は
、
年
金
受
給
額

の
引
き
上
げ
と
い
う
点
で
受
給
者
本
人
に
も
メ
リ
ッ
ト
が
大

き
い
が
、
年
金
制
度
の
支
え
手
を
増
や
す
と
い
う
側
面
か
ら

も
、
年
金
制
度
の
安
定
に
資
す
る
効
果
も
大
き
い
。

　

財
政
検
証
並
び
に
オ
プ
シ
ョ
ン
試
算
の
結
果
を
も
と
に
、
今
後
年
金
制
度
改

革
の
議
論
が
年
末
に
む
か
っ
て
加
速
す
る
こ
と
に
な
る
。

　

主
要
な
課
題
の
一
つ
は
、
被
用
者
保
険
の
適
用
拡
大
で
、
五
〇
一
人
以
上
と

い
う
企
業
規
模
要
件
の
廃
止
・
縮
小
と
、
労
働
時
間
・
月
収
要
件
の
緩
和
に
つ

い
て
、
な
ん
と
し
て
も
前
進
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
と
り
わ
け
、
就
職
氷

河
期
に
遭
遇
し
、
や
む
な
く
短
時
間
労
働
に
従
事
し
て
き
た
団
塊
ジ
ュ
ニ
ア
世

代
の
老
後
の
貧
困
を
防
止
す
る
た
め
に
、
適
用
拡
大
は
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
。

　

二
つ
目
は
、
財
務
省
が
抵
抗
し
て
い
る
基
礎
年
金
の
保
険
料
拠
出
期
間
の
延

長
だ
。
六
〇
～
六
五
歳
の
間
に
就
労
し
た
場
合
に
、
払
い
込
ん
だ
厚
生
保
険
料

に
は
基
礎
年
金
部
分
が
含
ま
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
が
給
付
に
反
映
さ
れ
て
い
な

い
現
状
は
理
不
尽
で
あ
る
。
政
府
の
責
任
で
財
源
を
確
保
し
、
保
険
料
拠
出
期

間
を
少
な
く
と
も
四
五
年
に
延
長
す
る
道
筋
を
明
ら
か
に
す
べ
き
だ
。

　

三
つ
目
は
、
在
職
老
齢
年
金
の
見
直
し
で
、
在
職
老
齢
年
金
制
度
に
よ
っ
て

減
額
さ
れ
た
年
金
額
が
繰
下
げ
調
整
時
に
反
映
さ
れ
な
い
等
の
問
題
が
あ
り
、

制
度
の
あ
り
方
の
検
討
が
必
要
だ
。

　

四
つ
目
は
、
厚
生
年
金
の
加
入
年
齢
の
上
限
を
七
五
歳
に
引
き
上
げ
る
こ
と

だ
。
選
択
肢
を
広
げ
る
観
点
か
ら
、
本
人
が
選
択
し
た
場
合
、
七
〇
歳
を
超
え

た
後
も
厚
生
年
金
に
継
続
し
て
加
入
し
、
継
続
し
て
加
入
し
た
分
が
年
金
額
に

反
映
さ
れ
る
よ
う
に
す
べ
き
で
あ
る
。

　

今
後
、
地
公
退
は
、
安
心
・
安
定
の
公
的
年
金
制
度
の
確
立
に
む
け
て
、
退

職
者
連
合
に
結
集
し
て
取
り
組
み
を
強
め
て
い
く
。

所得代替率A 所得代替率B 増減B-A 所得代替率C 増減C-A 所得代替率D 増減D-A

ケースⅠ
<0.9％>

５１．９％
（２０４６）

５２．４％
（２０４５） ＋０．５％

５２．８％
（２０４５） ＋０．９％

５６．２％
（２０３９） ＋４．３％

ケースⅢ
<0.4％>

５０．８％
（２０４７）

５１．４％
（２０４６） ＋０．５％

５１．９％
（２０４５） ＋１．１％

５５．７％
（２０３９） ＋４．８％

ケースⅤ
<▲0.5％>

４４．５％
（２０５８）

４５．０％
（２０５７） ＋０．４％

４５．４％
（２０５６） ＋０．８％

４９．０％
（２０４７） ＋４．５％

オ プシ ョン 試 算 の 結 果

現行の仕組みケース別
＜経済成長

率＞

①約１２５万人に拡大し
た場合

②約３２５万人に拡大し
た場合

③約１０５０万人に拡大し
た場合

所得代替率A 所得代替率B 増減B-A 所得代替率C 増減C-A 所得代替率D 増減D-A 所得代替率E 増減E-A

ケースⅠ
<0.9％>

５１．９％
（２０４６）

５８．８％
（２０４５） ＋６．９％

５１．６％
（２０４６） ▲０．３％

５１．９％
（２０４６） ※ ９７．３％ ＋45．4％

ケースⅢ
<0.4％>

５０．８％
（２０４７）

５７．６％
（２０４６） ＋６．８％

５０．４％
（２０４７） ▲０．４％

５１．１％
（２０４７） ＋０．３％ ９５．２％ ＋44．4％

ケースⅤ
<▲0.5％>

４４．５％
（２０５８）

５１．０％
（２０５５） ＋６．４％

４４．２％
（２０５８） ▲０．４％

４４．８％
（２０５８） ＋０．２％ ８３．５％ ＋39．0％

⑦７５歳まで働いて、75歳
から繰下げ受給した場合
【５５年（２０～７５歳）】

オ プ シ ョ ン 試 算 の 結 果

ケース別
＜経済成長

率＞

現行の仕組み

④基礎年金の拠出期間
を現行の４０年（２０～６５
歳）から４５年（２０～６５
歳）に延長した場合

⑤６５歳以上の在職老齢
年金制度（高在労）を廃
止した場合

⑥厚生年金の加入年齢
の上限を現行の７０歳を
７５歳に引き上げた場合

請求時の年齢 ６５歳 ６６歳 ６７歳 ６８歳 ６９歳 ７０歳

増 額 率 － ８.４％ １６.８％ ２５.２％ ３３.６％ ４２％

図表３　被用者保険の更なる適用拡大を行った場合の年金水準への影響図表４　保険料の拠出期間を延長した場合等の年金水準への影響

図表５　繰下げ受給における年金額の増額率 

注：（）内は給付水準調整の終了年度。①は、企業規模要件を廃止し、週20時間以上、月8.8

万円以上の労働者（125万人）に適用拡大した場合、②賃金要件、企業規模要件を廃止（325

万人ベース）した場合対象外となる者を除いて、週20時間以上の短時間労働者全体に適用拡

大、③一定以上の収入（月5.8万円以上）のある（1,050万人ベース）、全ての雇用者に適用拡

大した場合。

出所：厚生労働省資料をもとに、地公退作成

（※）ケースⅠは報酬比例部分の調整がないため、報酬比例分の財政改善効果のある制度改正の影響が所得代替率

に表れない。

注：（）内は給付水準調整の終了年度。

出所：厚生労働省資料をもとに、地公退作成


